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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フィッシャー・トロプシュ合成油に対し、以下に示す（１）～（５）の性状を有する石
油系炭化水素混合物Ａを組成物全量基準で１０～３０容量％含有し、引火点が４５℃以上
であることを特徴とする燃料組成物。
（１）１５℃密度：８００Ｋｇ／ｍ３以上９００Ｋｇ／ｍ３以下
（２）１０容量％留出温度（Ｔ１０）：１５０℃以上２００℃以下
（３）９７容量％留出温度（Ｔ９７）：２７０℃以下
（４）芳香族分：４０容量％以上７０容量％以下
（５）硫黄分：３０質量ｐｐｍ以下
【請求項２】
　石油系炭化水素混合物Ａが、接触分解装置より得られる留分であることを特徴とする請
求項１記載の燃料組成物。
【請求項３】
　石油系炭化水素混合物Ａが、接触分解装置より得られる留分を反応温度２５０℃以上３
１０℃以下、水素圧力５ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下、ＬＨＳＶ０．５ｈ－１以上３．０ｈ
－１以下、水素／炭化水素容量比が０．１５以上０．６以下の条件で、Ｎｉ－Ｗ、Ｎｉ－
Ｍｏ、Ｃｏ－Ｍｏ、Ｃｏ－Ｗ、またはＮｉ－Ｃｏ－Ｍｏのいずれかを含有する触媒により
水素化脱硫処理して得られる留分であることを特徴とする請求項１記載の燃料組成物。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧縮着火エンジンに用いられる燃料組成物に関するものであり、より詳しく
は優れた燃費性能と環境対応性能を同時に有する燃料組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　フィッシャー・トロプシュ反応より得られる合成油は、セタン価が高く、また、硫黄分
及び芳香族分を殆ど含まないため、圧縮着火エンジン用クリーン燃料としての用途への期
待が高まっている。しかしながらフィッシャー・トロプシュ反応より得られる合成油はパ
ラフィン分リッチであり、単位体積あたりの低位発熱量が従来の石油系ディーゼル燃料に
比べ小さく、燃費が低下する懸念があったが、排ガスを悪化させずに燃費の低下を抑える
方法はこれまで知られていなかった。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、上記問題を解決するものであり、特定の性状を有する石油系炭化水素混合物
燃料組成物を配合することにより、排ガスを悪化させずに燃費の低下を抑えることができ
る燃料組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意検討を重ねた結果、フィッシャー・トロプシ
ュ反応より得られる合成油に、特定の組成を有する石油系炭化水素混合物を配合すること
により排ガスを悪化させずに燃費の低下を抑制できることを見出し、本発明を完成するに
至ったものである。
【０００５】
　すなわち、本発明は、フィッシャー・トロプシュ合成油に対し、以下に示す（１）～（
５）の性状を有する石油系炭化水素混合物Ａを組成物全量基準で１０～３０容量％含有し
、引火点が４５℃以上であることを特徴とする燃料組成物に関する。
（１）１５℃密度：８００Ｋｇ／ｍ３以上９００Ｋｇ／ｍ３以下
（２）１０容量％留出温度（Ｔ１０）：１５０℃以上２００℃以下
（３）９７容量％留出温度（Ｔ９７）：２７０℃以下
（４）芳香族分：４０容量％以上７０容量％以下
（５）硫黄分：３０質量ｐｐｍ以下
【０００６】
　また、本発明は、石油系炭化水素混合物Ａが、接触分解装置より得られる留分であるこ
とを特徴とする前記記載の燃料組成物に関する。
【０００７】
　また、本発明は、前記記載の石油系炭化水素混合物Ａが、接触分解装置より得られる留
分を反応温度２５０℃以上３１０℃以下、水素圧力５ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下、ＬＨＳ
Ｖ０．５ｈ－１以上３．０ｈ－１以下、水素／炭化水素容量比が０．１５以上０．６以下
の条件で、Ｎｉ－Ｗ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｃｏ－Ｍｏ、Ｃｏ－Ｗ、またはＮｉ－Ｃｏ－Ｍｏのい
ずれかを含有する触媒により水素化脱硫処理して得られる留分であることを特徴とする前
記記載の燃料組成物に関する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の燃料組成物は、フィッシャー・トロプシュ合成油に特定の性状を有する石油系
炭化水素を配合することにより、フィッシャー・トロプシュ合成油の優れた排ガス性能を
維持したまま、フィッシャー・トロプシュ合成油の特徴である単位体積あたりの低位発熱
量が従来の石油系ディーゼル燃料に比べ小さく、燃費が低下する懸念を改善することが出
来る。
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【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明について詳述する。
　本発明の燃料組成物は、フィッシャー・トロプシュ合成油（ＦＴ合成油）に、特定の性
状を有する石油系炭化水素混合物から構成される。
【００１０】
　ここで、ＦＴ合成油とは、水素及び一酸化炭素を主成分とする混合ガス（合成ガスと称
する場合もある）に対してフィッシャートロプシュ（ＦＴ）反応を適用させて得られるナ
フサ、灯油、軽油相当の液体留分、およびこれらを水素化精製、水素化分解することによ
って得られる炭化水素混合物、およびＦＴ反応により液体留分およびＦＴワックスを生成
し、これを水素化精製、水素化分解することにより得られる炭化水素混合物からなる合成
油を示す。
【００１１】
　ＦＴ合成油の原料となる混合ガスは、炭素を含有する物質を、酸素および／または水お
よび／または二酸化炭素を酸化剤に用いて酸化し、更に必要に応じて水を用いたシフト反
応により所定の水素および一酸化炭素濃度に調整して得られる。
　炭素を含有する物質としては、天然ガス、石油液化ガス、メタンガス等の常温で気体と
なっている炭化水素からなるガス成分や、石油アスファルト、バイオマス、石炭、建材や
ゴミ等の廃棄物、汚泥、及び通常の方法では処理しがたい重質な原油、非在来型石油資源
等を高温に晒すことで得られる混合ガスが一般的であるが、水素及び一酸化炭素を主成分
とする混合ガスが得られる限りにおいては、本発明はその原料を限定するものではない。
【００１２】
　フィッシャートロプシュ反応には金属触媒が必要である。好ましくは周期律表第８族の
金属、例えば、コバルト、ルテニウム、ロジウム、パラジウム、ニッケル、鉄等、更に好
ましくは第８族第４周期の金属を活性触媒成分として利用する方法である。また、これら
の金属を適量混合した金属群を用いることもできる。これらの活性金属はシリカやアルミ
ナ、チタニア、シリカアルミナなどの担体上に担持して得られる触媒の形態で使用するこ
とが一般的である。また、これら触媒に上記活性金属に加えて第２金属を組合せて使用す
ることにより、触媒性能を向上させることもできる。第２金属としては、ナトリウム、リ
チウム、マグネシウムなどのアルカリ金属やアルカリ土類金属の他に、ジルコニウム、ハ
フニウム、チタニウムなどが挙げられ、一酸化炭素の転化率向上やワックス生成量の指標
となる連鎖成長確率(α)の増加など、目的に応じて適宜使用されている。
【００１３】
　フィッシャートロプシュ反応は、混合ガスを原料として、液体留分およびＦＴワックス
を生成する合成法である。この合成法を効率的に行うために、一般には混合ガス中の水素
と一酸化炭素の比を制御することが好ましい。一酸化炭素に対する水素のモル混合比（水
素／一酸化炭素）は１．２以上であることが好ましく、１．５以上であることがより好ま
しく、１．８以上であることが更により好ましい。また、この比率は３以下であることが
好ましく、２．６以下であることがより好ましく、２．２以下であることが更により好ま
しい。
【００１４】
　上記触媒を用いてフィッシャートロプシュ反応を行う場合の反応温度は、１８０℃以上
３２０℃以下であることが好ましく、２００℃以上３００℃以下であることがより好まし
い。反応温度が１８０℃未満では一酸化炭素がほとんど反応せず、炭化水素収率が低い傾
向にある。また、反応温度が３２０℃を超えると、メタンなどのガス生成量が増加し、液
体留分およびＦＴワックスの生成効率が低下してしまう。
【００１５】
　触媒に対するガス空間速度に特に制限は無いが、５００ｈ－１以上４０００ｈ－１以下
が好ましく、１０００ｈ－１以上３０００ｈ－１以下がより好ましい。ガス空間速度が５
００ｈ－１未満では液体燃料の生産性が低下する傾向にあり、また４０００ｈ－１を超え
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ると反応温度を高くせざるを得なくなると共にガス生成が大きくなり、目的物の収率が低
下してしまう。
【００１６】
　反応圧力（一酸化炭素と水素からなる合成ガスの分圧）は特に制限が無いが、０．５Ｍ
Ｐａ以上７ＭＰａ以下が好ましく、２ＭＰａ以上４ＭＰａ以下がより好ましい。反応圧力
が０．５ＭＰａ未満では液体燃料の収率が低下する傾向にあり、また７ＭＰａを超えると
設備投資額が大きくなる傾向にあり、非経済的になる。
【００１７】
　ＦＴ合成基材は、上記ＦＴ反応により生成された液体留分およびＦＴワックスを、必要
に応じて任意の方法で水素化精製または水素化分解し、目的にあった蒸留性状、組成等に
調整することも可能である。水素化精製及び水素化分解は目的に即して選択すればよく、
どちらか一方のみまたは両方法の組み合わせ等の選択も本発明の燃料組成物を製造しうる
範囲において何ら限定されるものではない。
【００１８】
　水素化精製に用いる触媒は水素化活性金属を多孔質担体に担持したものが一般的である
が、同様の効果が得られる触媒であれば本発明はその形態を何ら限定するものではない。
　多孔質担体としては無機酸化物が好ましく用いられる。具体的には、アルミナ、チタニ
ア、ジルコニア、ボリア、シリカ、ゼオライトなどが挙げられる。
　ゼオライトは結晶性アルミノシリケートであり、フォージャサイト、ペンタシル、モル
デナイトなどが挙げられ、好ましくはフォージャサイト、ベータ、モルデナイト、特に好
ましくはＹ型、ベータ型が用いられる。なかでも、Ｙ型は超安定化したものが好ましい。
【００１９】
　活性金属としては以下に示す２つの種類（活性金属Ａタイプおよび活性金属Ｂタイプ）
が好ましく用いられる。
　活性金属Ａタイプは周期律表第８族金属から選ばれる少なくとも１種類の金属である。
好ましくはＲｕ、Ｒｈ、Ｉｒ、ＰｄおよびＰｔから選ばれる少なくとも１種類であり、さ
らに好ましくはＰｄまたは／およびＰｔである。活性金属としてはこれらの金属を組み合
わせたものでよく、例えば、Ｐｔ－Ｐｄ、Ｐｔ－Ｒｈ、Ｐｔ－Ｒｕ、Ｉｒ－Ｐｄ、Ｉｒ－
Ｒｈ、Ｉｒ－Ｒｕ、Ｐｔ－Ｐｄ－Ｒｈ、Ｐｔ－Ｒｈ－Ｒｕ、Ｉｒ－Ｐｄ－Ｒｈ、Ｉｒ－Ｒ
ｈ－Ｒｕなどがある。これらの金属からなる貴金属系触媒を使う際には、水素気流下にお
いて予備還元処理を施した後に用いることができる。一般的には水素を含むガスを流通し
、２００℃以上の熱を所定の手順に従って与えることにより触媒上の活性金属が還元され
、水素化活性を発現することになる。
　また活性金属Ｂタイプとして、周期律表第６Ａ族および第８族金属から選ばれる少なく
とも一種類の金属を含有し、望ましくは第６Ａ族および第８族から選択される二種類以上
の金属を含有しているものも使用することができる。例えばＣｏ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｎ
ｉ－Ｃｏ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ｗが挙げられ、これらの金属からなる金属硫化物触媒を使う際に
は予備硫化工程を含む必要がある。
【００２０】
　金属源としては一般的な無機塩、錯塩化合物を用いることができ、担持方法としては含
浸法、イオン交換法など通常の水素化触媒で用いられる担持方法のいずれの方法も用いる
ことができる。また、複数の金属を担持する場合には混合溶液を用いて同時に担持しても
よく、または単独溶液を用いて逐次担持してもよい。金属溶液は水溶液でもよく有機溶剤
を用いてもよい。
【００２１】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の反応温度は、１８０℃
以上４００℃以下であることが好ましく、２００℃以上３７０℃以下であることがより好
ましく、２５０℃以上３５０℃以下であることが更に好ましく、２８０℃以上３５０℃以
下が更により好ましい。水素化精製における反応温度が３７０℃を超えると、ナフサ留分
へ分解する副反応が増えて中間留分の収率が極度に減少するため好ましくない。また、反



(5) JP 4829660 B2 2011.12.7

10

20

30

40

50

応温度が２７０℃を下回ると、アルコール分が除去しきれずに残存するため好ましくない
。
　活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の反応温度は、１７０℃
以上３２０℃以下であることが好ましく、１７５℃以上３００℃以下であることがより好
ましく、１８０℃以上２８０℃以下であることが更に好ましい。水素化精製における反応
温度が３２０℃を超えると、ナフサ留分へ分解する副反応が増えて中間留分の収率が極度
に減少するため好ましくない。また、反応温度が１７０℃を下回ると、アルコール分が除
去しきれずに残存するため好ましくない。
【００２２】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の水素圧力は、０．５Ｍ
Ｐａ以上１２ＭＰａ以下であることが好ましく、１．０ＭＰａ以上５．０ＭＰａ以下であ
ることがより好ましい。水素圧力は高いほど水素化反応が促進されるが、一般には経済的
に最適点が存在する。
　活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の水素圧力は、２ＭＰａ
以上１０ＭＰａ以下であることが好ましく、２．５ＭＰａ以上８ＭＰａ以下であることが
より好ましく、３ＭＰａ以上７ＭＰａ以下であることが更に好ましい。水素圧力は高いほ
ど水素化反応が促進されるが、一般には経済的に最適点が存在する。
【００２３】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の液空間速度（ＬＨＳＶ
）は、０．１ｈ－１以上１０．０ｈ－１以下であることが好ましく、０．３ｈ－１以上３
．５ｈ－１以下であることがより好ましい。ＬＨＳＶは低いほど反応に有利であるが、低
すぎる場合には極めて大きな反応塔容積が必要となり過大な設備投資となるので経済的に
好ましくない。
　活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の液空間速度（ＬＨＳＶ
）は、０．１ｈ－１以上２ｈ－１以下であることが好ましく、０．２ｈ－１以上１．５ｈ
－１以下であることがより好ましく、０．３ｈ－１以上１．２ｈ－１以下であることが更
に好ましい。ＬＨＳＶは低いほど反応に有利であるが、低すぎる場合には極めて大きな反
応塔容積が必要となり過大な設備投資となるので経済的に好ましくない。
【００２４】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の水素／油比は、５０Ｎ
Ｌ／Ｌ以上１０００ＮＬ／Ｌ以下であることが好ましく、７０ＮＬ／Ｌ以上８００ＮＬ／
Ｌ以下であることがより好ましい。水素／油比は高いほど水素化反応が促進されるが、一
般には経済的に最適点が存在する。
　活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化精製を行う場合の水素／油比は、１００
ＮＬ／Ｌ以上８００ＮＬ／Ｌ以下であることが好ましく、１２０ＮＬ／Ｌ以上６００ＮＬ
／Ｌ以下であることがより好ましく、１５０ＮＬ／Ｌ以上５００ＮＬ／Ｌ以下であること
が更に好ましい。水素／油比は高いほど水素化反応が促進されるが、一般には経済的に最
適点が存在する。
【００２５】
　水素化分解に用いる触媒は水素化活性金属を固体酸性質を有する担体に担持したものが
一般的であるが、同様の効果が得られる触媒であれば本発明はその形態を何ら限定するも
のではない。
　固体酸性質を有する担体にはアモルファス系と結晶系のゼオライトがある。具体的には
アモルファス系のシリカ－アルミナ、シリカ－マグネシア、シリカ－ジルコニア、シリカ
－チタニアとゼオライトのフォージャサイト型、ベータ型、ＭＦＩ型、モルデナイト型な
どがある。好ましくはフォージャサイト型、ベータ型、ＭＦＩ型、モルデナイト型のゼオ
ライト、より好ましくはＹ型、ベータ型である。Ｙ型は超安定化したものが好ましい。
【００２６】
　活性金属としては以下に示す２つの種類（活性金属Ａタイプおよび活性金属Ｂタイプ）
が好ましく用いられる。
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　活性金属Ａタイプとしては主に周期律表第６Ａ族および第８族金属から選ばれる少なく
とも１種類の金属である。好ましくはＮｉ、Ｃｏ、Ｍｏ、Ｐｔ、ＰｄおよびＷから選ばれ
る少なくとも１種類の金属である。これらの金属からなる貴金属系触媒を使う際には、水
素気流下において予備還元処理を施した後に用いることができる。一般的には水素を含む
ガスを流通し、２００℃以上の熱を所定の手順に従って与えることにより触媒上の活性金
属が還元され、水素化活性を発現することになる。
　また活性金属Ｂタイプとしてはこれらの金属を組み合わせたものでよく、例えば、Ｐｔ
－Ｐｄ、Ｃｏ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ｗ、Ｎｉ－Ｃｏ－Ｍｏなどが挙げられる。また
、これらの金属からなる触媒を使う際には、予備硫化したのち使用するのが好ましい。
【００２７】
　金属源としては一般的な無機塩、錯塩化合物を用いることができ、担持方法としては含
浸法、イオン交換法など通常の水素化触媒で用いられる担持方法のいずれの方法も用いる
ことができる。また、複数の金属を担持する場合には混合溶液を用いて同時に担持しても
よく、または単独溶液を用いて逐次担持してもよい。金属溶液は水溶液でもよく有機溶剤
を用いてもよい。
【００２８】
　活性金属Ａタイプおよび活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合
の反応温度は、２００℃以上４５０℃以下であることが好ましく、２５０℃以上４３０℃
以下であることがより好ましく、３００℃以上４００℃以下であることが更に好ましい。
水素化分解における反応温度が４５０℃を超えると、ナフサ留分へ分解する副反応が増え
て中間留分の収率が極度に減少するため好ましくない。一方、２００℃未満の場合は触媒
の活性が著しく低下するので好ましくない。
【００２９】
　活性金属Ａタイプおよび活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合
の水素圧力は、１ＭＰａ以上２０ＭＰａ以下であることが好ましく、４ＭＰａ以上１６Ｍ
Ｐａ以下であることがより好ましく、６ＭＰａ以上１３ＭＰａ以下であることが更に好ま
しい。水素圧力は高いほど水素化反応が促進されるが、分解反応はむしろ進行が鈍化し反
応温度の上昇で進行を調整する必要が生じるため、転じて触媒寿命の低下に繋がってしま
う。そのため、一般に反応温度には経済的な最適点が存在する。
【００３０】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合の液空間速度（ＬＨＳＶ
）は、０．１ｈ－１以上１０ｈ－１以下であることが好ましく、０．３ｈ－１以上３．５
ｈ―１以下であることがより好ましい。ＬＨＳＶは低いほど反応に有利であるが、低すぎ
る場合には極めて大きな反応塔容積が必要となり過大な設備投資となるので経済的に好ま
しくない。
　上記活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合の液空間速度（ＬＨ
ＳＶ）は、０．１ｈ－１以上２ｈ－１以下であることが好ましく、０．２ｈ－１以上１．
７ｈ―１以下であることがより好ましく、０．３ｈ－１以上１．５ｈ－１以下であること
が更に好ましい。ＬＨＳＶは低いほど反応に有利であるが、低すぎる場合には極めて大き
な反応塔容積が必要となり過大な設備投資となるので経済的に好ましくない。
【００３１】
　活性金属Ａタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合の水素／油比は、５０Ｎ
Ｌ／Ｌ以上１０００ＮＬ／Ｌ以下であることが好ましく、７０ＮＬ／Ｌ以上８００ＮＬ／
Ｌ以下であることがより好ましく、４００ＮＬ／Ｌ以上１５００ＮＬ／Ｌ以下であること
が更に好ましい。水素／油比は高いほど水素化反応が促進されるが、一般には経済的に最
適点が存在する。
　活性金属Ｂタイプからなる触媒を用いて水素化分解を行う場合の水素／油比は、１５０
ＮＬ／Ｌ以上２０００ＮＬ／Ｌ以下であることが好ましく、３００ＮＬ／Ｌ以上１７００
ＮＬ／Ｌ以下であることがより好ましく、４００ＮＬ／Ｌ以上１５００ＮＬ／Ｌ以下であ
ることが更に好ましい。水素／油比は高いほど水素化反応が促進されるが、一般には経済
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的に最適点が存在する。
【００３２】
　水素化処理する装置はいかなる構成でもよく、反応塔は単独または複数を組み合わせて
もよく、複数の反応塔の間に水素を追加注入してもよく、気液分離操作や硫化水素除去設
備、水素化生成物を分留し、所望の留分を得るための蒸留塔を有していてもよい。
　水素化処理装置の反応形式は、固定床方式をとりうる。水素は原料油に対して、向流ま
たは並流のいずれの形式をとることもでき、また、複数の反応塔を有し向流、並流を組み
合わせた形式のものでもよい。一般的な形式としてはダウンフローであり、気液双並流形
式がある。反応塔の中段には反応熱の除去、あるいは水素分圧を上げる目的で水素ガスを
クエンチとして注入してもよい。
【００３３】
　本発明の燃料組成物は、上記したフィッシャー・トロプシュ合成油に対し、以下に示す
（１）～（５）の性状を有する石油系炭化水素混合物Ａを組成物全量基準で１０～３０容
量％含有し、引火点が４５℃以上を有するものである。
（１）１５℃密度：８００Ｋｇ／ｍ３以上９００Ｋｇ／ｍ３以下
（２）１０容量％留出温度（Ｔ１０）：１５０℃以上２００℃以下
（３）９７容量％留出温度（Ｔ９７）：２７０℃以下
（４）芳香族分：４０容量％以上７０容量％以下
（５）硫黄分：３０質量ｐｐｍ以下
　ここでいう密度とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２４９「原油及び石油製品の密度試験方法並びに
密度・質量・容量換算表」により測定される密度を意味する。また、１０容量％留出温度
、９７容量％留出温度とは、全てＪＩＳ　Ｋ　２２５４「石油製品－蒸留試験方法－常圧
法」により測定される値を意味する。芳香族含有量は、ＪＩＳ　Ｋ２５３６「石油製品－
炭化水素タイプ試験方法」の蛍光指示薬吸着法により測定される値である。
【００３４】
　石油系炭化水素混合物Ａの含有量は、燃料組成物全量基準で１０容量％以上であること
が必要であり、１２容量％以上が好ましく、１５容量％以上がより好ましい。石油系炭化
水素混合物Ａの含有量が１０容量％未満では、燃費向上効果が十分発揮されない懸念があ
り好ましくない。また、石油系炭化水素混合物Ａの含有量は、燃料組成物全量基準で３０
容量％以下であることが必要であり、２８容量％以下が好ましく２５容量％以下がより好
ましい。石油系炭化水素混合物Ａの含有量が３０容量％を超えると、排ガスが悪化する懸
念があり好ましくない。
【００３５】
　本発明の燃料組成物における石油系炭化水素混合物Ａとしては、接触分解装置より得ら
れる留分であることが好ましい。
　なお、ここでいう接触分解装置は、軽油以上の高沸点留分を固体触媒の存在下で接触分
解して高オクタン価のガソリン基材を得るための装置であり、反応触媒としては、通常、
無定形シリカアルミナ触媒やゼオライト触媒が用いられる。接触分解装置は基本的には反
応塔と触媒再生塔とから構成されており、反応条件は通常、反応塔温度４７０～５５０℃
、再生塔温度６５０～７５０℃、反応塔圧力０．０８～０．１５ＭＰ、再生塔圧力０．０
９～０．２ＭＰ程度である。主な接触分解プロセスとしては、エアリフトサーモフォア法
、フードリフロー法、ＵＯＰ法、シェル二段式法、フレキシクラッキング法、オルソフロ
ー法、テキサコ法、ガルフ法、ウルトラキャットクラッキング法、アルコクラッキング法
、ＨＯＣ法、ＲＣＣ法などがある。しかしながら本発明においては、接触分解装置のプロ
セスおよび運転条件を特に限定するものではなく、公知の任意の接触分解装置が使用可能
である。
【００３６】
　また、本発明の燃料組成物における石油系炭化水素混合物Ａとしては、接触分解装置よ
り得られる留分を水素化脱硫処理して得られる留分であることが好ましい。
　接触分解装置より得られる留分の水素化脱硫処理は、反応温度２５０℃以上３１０℃以
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下、水素圧力５ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下、ＬＨＳＶ０．５ｈ－１以上３．０ｈ－１以下
、水素／炭化水素容量比が０．１５以上０．６以下の条件で、Ｎｉ－Ｗ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｃ
ｏ－Ｍｏ、Ｃｏ－Ｗ、またはＮｉ－Ｃｏ－Ｍｏのいずれかを含有する触媒により行うこと
ができる。
【００３７】
　本発明の燃料組成物の硫黄含有量は、エンジンから排出される有害排気成分低減と排ガ
ス後処理装置の性能向上の点から１０質量ｐｐｍであることが好ましい。ここでいう硫黄
含有量は、ＪＩＳ　Ｋ　２５４１「原油及び石油製品－硫黄分試験方法」により測定され
る値である。
【００３８】
　本発明の燃料組成物の３０℃における動粘度は、１．６ｍｍ２／ｓ以上であることが好
ましく、１．６５ｍｍ２／ｓ以上であることがより好ましい。当該動粘度が１．６ｍｍ２

／ｓに満たない場合は、燃料噴射ポンプ側の燃料噴射時期制御が困難となる傾向にあり、
またエンジンに搭載された燃料噴射ポンプの各部における潤滑性が損なわれるおそれがあ
る。一方、３０℃における動粘度の上限は５．０ｍｍ２／ｓ以下であることが好ましく、
４ｍｍ２／ｓ以下であることがより好ましい。当該動粘度が５．０ｍｍ２／ｓを超えると
、燃料噴射システム内部の抵抗が増加して噴射系が不安定化し、排出ガス中のＮＯｘ、Ｐ
Ｍの濃度が高くなってしまい好ましくない。なお、ここでいう動粘度とは、ＪＩＳ　Ｋ　
２２８３「原油及び石油製品－動粘度試験方法及び粘度指数算出方法」により測定される
動粘度を意味する。
【００３９】
　本発明の燃料組成物の反応試験の結果は、中性を示すことが好ましい。反応試験の結果
が中性でない場合は、燃料による金属部材への腐食影響が顕在化する可能性が高まるため
好ましくない。なお、本発明でいう反応試験の結果は、ＪＩＳ Ｋ　２２５２「石油製品
－反応試験方法」で測定される値を示す。
【００４０】
　本発明の燃料組成物の銅板腐食は、１以下であることが好ましく、１ａを示すことがよ
り好ましい。銅板腐食が１以下でない場合は、燃料による金属部材への腐食影響が顕在化
する可能性が高まってしまい、安定性、長期保管に問題が生じる懸念がある。なお、本発
明でいう銅板腐食は、ＪＩＳ Ｋ　２５１３「石油製品－銅板腐食試験方法」で測定され
る値を示す。
【００４１】
　本発明の燃料組成物の引火点は４５℃以上であることが好ましい。引火点が４５℃に満
たない場合には、安全上の観点から好ましくないため、引火点は４７℃以上であることが
好ましく、４９℃以上であることがより好ましい。なお、本発明でいう引火点はＪＩＳ 
Ｋ　２２６５「原油及び石油製品引火点試験方法」で測定される値を示す。
【００４２】
　本発明の燃料組成物の１０％残油の残留炭素分は０．１質量％以下であることが好まし
く、スラッジによるフィルター目詰まり防止の点から、０．０５質量％以下がより好まし
い。なお、ここでいう１０％残油の残留炭素分とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２７０「原油及び石
油製品－残留炭素分試験方法」により測定される値を意味する。
【００４３】
　本発明の燃料組成物においては、必要に応じて低温流動性向上剤、潤滑性向上剤、その
他の添加剤を適量配合することが好ましい。
【００４４】
　本発明の燃料組成物には、使用される温度環境に応じて低温流動性向上剤を添加するこ
とができる。その添加量は活性分濃度で５０ｍｇ／Ｌ以上、１０００ｍｇ／Ｌ以下である
ことが好ましく、１００ｍｇ／Ｌ以上、８００ｍｇ／Ｌ以下であることがより好ましい。
　低温流動性向上剤の種類は特に限定されるものではないが、例えば、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体に代表されるエチレン－不飽和エステル共重合体、アルケニル琥珀酸アミド
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、ポリエチレングリコールのジベヘン酸エステルなどの線状の化合物、フタル酸、エチレ
ンジアミン四酢酸、ニトリロ酢酸などの酸又はその酸無水物などとヒドロカルビル置換ア
ミンの反応生成物からなる極性窒素化合物、アルキルフマレートまたはアルキルイタコネ
ート－不飽和エステル共重合体などからなるくし形ポリマーなどの低温流動性向上剤の１
種または２種以上が使用できる。この中でも汎用性の点から、エチレン－酢酸ビニル共重
合体系添加剤を好ましく使用することができる。なお、低温流動性向上剤と称して市販さ
れている商品は、低温流動性に寄与する有効成分（活性分）が適当な溶剤で希釈されてい
ることがあるため、こうした市販品を本発明の軽油組成物に添加する場合にあたっては、
上記の添加量は、有効成分としての添加量（活性分濃度）を意味している。
【００４５】
　本発明の燃料組成物には、燃料噴射ポンプの摩耗防止の理由から、潤滑性向上剤を添加
することが好ましい。また、その添加量は、活性分濃度で２０ｍｇ／Ｌ以上、２００ｍｇ
／Ｌ以下であることが好ましく、５０ｍｇ／Ｌ以上、１８０ｍｇ／Ｌ以下であることがよ
り好ましい。潤滑性向上剤の添加量が前記の範囲内であると、添加された潤滑性向上剤の
効能を有効に引き出すことができ、例えば分配型噴射ポンプを搭載したディーゼルエンジ
ンにおいて、運転中のポンプの駆動トルク増を抑制し、ポンプの摩耗を低減させることが
できる。
　潤滑性向上剤の種類は特に限定されるものではないが、例えば、カルボン酸系、エステ
ル系、アルコール系およびフェノール系の各潤滑性向上剤の１種又は２種以上が任意に使
用可能である。これらの中でも、カルボン酸系及びエステル系の潤滑性向上剤が好ましい
。
　カルボン酸系の潤滑性向上剤としては、例えば、リノ－ル酸、オレイン酸、サリチル酸
、パルミチン酸、ミリスチン酸、ヘキサデセン酸及びこれらのカルボン酸の２種以上の混
合物が例示できる。
　エステル系の潤滑性向上剤としては、グリセリンのカルボン酸エステルが挙げられる。
カルボン酸エステルを構成するカルボン酸は、１種であっても２種以上であってもよく、
その具体例としては、リノ－ル酸、オレイン酸、サリチル酸、パルミチン酸、ミリスチン
酸、ヘキサデセン酸等がある。
【００４６】
　また、本発明における燃料組成物の性能をさらに高める目的で、後述するその他の公知
の燃料油添加剤（以下、便宜上「その他の添加剤」という。）を単独で、または数種類組
み合わせて添加することもできる。その他の添加剤としては、例えば、炭素数６～８のア
ルキルナイトレートで代表される硝酸エステル、有機化酸化物などのセタン価向上剤；イ
ミド系化合物、アルケニルコハク酸イミド、コハク酸エステル、共重合系ポリマー、無灰
清浄剤などの清浄剤；フェノール系、アミン系などの酸化防止剤；サリチリデン誘導体な
どの金属不活性化剤；脂肪族アミン、アルケニルコハク酸エステルなどの腐食防止剤；ア
ニオン系、カチオン系、両性系界面活性剤などの帯電防止剤；アゾ染料などの着色剤；シ
リコン系などの消泡剤等が挙げられる。
　その他の添加剤の添加量は任意に決めることができるが、添加剤個々の添加量は燃料組
成物の全量基準でそれぞれ好ましくは０．５質量％以下、より好ましくは０．２質量％以
下である。
【実施例】
【００４７】
　以下に実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらによって何ら限定さ
れるものではない。
【００４８】
［実施例１、２および比較例１～３］
　表１に記載した、本発明の燃料油組成物における石油系炭化水素混合物Ａ（表中「基材
Ａ」と表記）およびフィーッシャー・トロプシュ合成油の軽油留分（表中「ＧＴＬ軽油」
と表記）を用いて実施例１および２の燃料組成物を調製した。
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　実施例１の燃料組成物は、表１記載の基材Ａ１５容量％とＧＴＬ軽油８５容量％を混合
して調製した。
　実施例２の燃料組成物は、表１記載の基材Ａ２５容量％とＧＴＬ軽油７５容量％を混合
して調製した。
　また、ＧＴＬ軽油を比較例１、市販の２号軽油を比較例２、ＧＴＬ軽油８５容量％と表
１に記載した接触分解装置より得たライトサイクル油（表中「ＬＣＯ」と表記）１５容量
％を混合して比較例３の燃料組成物を調製した。
　実施例および比較例に示した各燃料組成物の性状を表２に示す。
【００４９】
　なお、燃料油の性状は以下の方法により測定した。
　密度は、ＪＩＳ　Ｋ　２２４９「原油及び石油製品の密度試験方法並びに密度・質量・
容量換算表」により測定される密度を指す。
　動粘度は、ＪＩＳ　Ｋ　２２８３「原油及び石油製品－動粘度試験方法及び粘度指数算
出方法」により測定される動粘度を指す。
　引火点はＪＩＳ Ｋ　２２６５「原油及び石油製品引火点試験方法」で測定される値を
示す。
　硫黄分含有量は、ＪＩＳ　Ｋ　２５４１「硫黄分試験方法」により測定される軽油組成
物全量基準の硫黄分の質量含有量を指す。
　蒸留性状は、全てＪＩＳ　Ｋ　２２５４「石油製品－蒸留試験方法」によって測定され
る値である。
　芳香族分含有量は、社団法人石油学会により発行されている石油学会法ＪＰＩ－５Ｓ－
４９－９７「炭化水素タイプ試験方法－高速液体クロマトグラフ法」に準拠され測定され
た芳香族分含有量の容量百分率（容量％）を意味する。
　反応は、ＪＩＳ　Ｋ　２２５２「石油製品－反応試験方法」により測定される反応を指
す。
　銅板腐食は、ＪＩＳ　Ｋ　２２５２「石油製品－銅板腐食試験方法」により測定される
腐食の分類を指す。
【００５０】
（車両排ガス試験）
　下記に示すディーゼルエンジン搭載車両（車両１）を用いて、燃費および排ガスの測定
を行った。た。なお、車両試験に係わる試験方法は、旧運輸省監修新型自動車審査関係基
準集別添２７「ディーゼル自動車１０・１５モード排出ガス測定の技術基準」に準拠した
。燃費は比較例１での単位体積あたりの走行距離を１００とし、各結果を相対的に比較、
定量化し、また、各排ガス性能値は比較例１での試験結果を１００とし、各結果を相対的
に比較、定量化した。燃費および排ガスの測定結果を表２にあわせて示す。
【００５１】
（車両諸元）：車両１
　　　エンジン種類：インタークーラー付過給直列４気筒ディ－ゼル
　　　排気量　　：３Ｌ
　　　圧縮比　　：１８．５
　　　最高出力　：１２５ｋＷ／３４００ｒｐｍ
　　　最高トルク：３５０Ｎｍ／２４００ｒｐｍ
　　　規制適合　：平成９年度排ガス規制適合
　　　車両重量　：１９００ｋｇ
　　　ミッション：４ＡＴ
　　　排ガス後処理装置：酸化触媒
【００５２】
　表２の結果から、本発明の燃料組成物に係る実施例１および２を用いることで、いずれ
もフィーッシャー・トロプシュ合成油の軽油留分に対し、排ガスを悪化させることなく燃
費を向上できることがわかる。これに対して、比較例１～３の場合は、燃費あるいは排ガ
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【００５３】
【表１】

【表２】
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